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５．労働者派遣事業の平成１６年度事業報告の集計結果に

ついて(厚生労働省発表・平成１８年１月１７日) 
※本稿は、厚生労働省 HP：www.mhlw.go.jp/houdou/2006/01/h0113-3.html よりダウンロードしたものである。 

 
紹介予定派遣で１万人が派遣先に就職 

～労働者派遣事業の平成１６年度事業報告の集計結果について～ 

 
 労働者派遣事業の事業運営状況については、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の就業条件の整備等に関する法律（昭和 60 年法律第 88 号。以下「労働者派遣法」という。）

に基づき、各派遣元事業主から当該事業所の事業年度毎に労働者派遣事業報告書（以下「報告書」

という。）が厚生労働大臣に提出されているところである。 
 このたび、平成 16 年度中（平成 16 年４月１日から平成 17 年３月末日まで）に事業年度が終

了し報告書を提出した派遣元事業所（一般労働者派遣事業所 9,273 事業所、特定労働者派遣事業

所 11,005 事業所）の事業運営状況について取りまとめたので、その概要を公表する。 
 
【概要】 

１ 派遣労働者数（注１）：約 227 万人（対前年度比 4.1％減）…(1)＋(2)＋(4) 

常用換算派遣労働者数（注２）：約 89 万人（対前年度比 19.7％増）…(1)＋(3)＋(4) 

(1) 一般労働者派遣事業 

●常用雇用労働者：274,813 人（対前年度比 16.2％増）…(1) 

●登録者：1,844,844 人（同 7.2％減）…(2) 

●常用雇用以外の労働者(常用換算)：469,034 人（同 27.4％増）…(3) 

(2) 特定労働者派遣事業 

●常用雇用労働者：146,387 人（同 5.4％増）…(4) 

２ 派遣先件数：約 50 万件（対前年度比 17.0％増） 

(1) 一般労働者派遣事業：467,565 件（対前年度比 16.5％増） 

(2) 特定労働者派遣事業：29,553 件（同 25.7％増） 

３ 年間売上高：総額２兆 8,615 億円 （対前年度比 21.2％増） 

(1) 一般労働者派遣事業：2兆 3,280 億円（対前年度比 21.7％増） 

(2) 特定労働者派遣事業：5,335 億円（対前年度比 19.1％増） 

４ 派遣料金（８時間換算）（注３） 

(1) 一般労働者派遣事業：15,958 円（平均）（対前年度比 0.3%減） 

(2) 特定労働者派遣事業：25,628 円（平均）（対前年度比 6.4%増） 

５ 紹介予定派遣（注４） 

(1) 紹介予定派遣により労働者派遣された労働者数：19,474 人 

(2) 紹介予定派遣で職業紹介を経て直接雇用に結びついた労働者数：10,655 人 

 

（注１）「派遣労働者数」は、ここでは一般労働者派遣事業における常用雇用労働者数及び登録者数並びに特定労

働者派遣事業における常用雇用労働者数の合計とした。「登録者」には、過去１年間に雇用されたことのない
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者は含まれていない。 

（注２）「常用換算派遣労働者数」は、ここでは一般労働者派遣事業における常用雇用労働者数及び常用雇用以外

の労働者（常用換算）数並びに特定労働者派遣事業における常用雇用労働者数の合計とした。「常用雇用以外

の労働者（常用換算）」は、一定の期間を定めて雇用され、その間派遣された労働者等（登録者のうち派遣さ

れた者を含む。）を常用換算（常用雇用以外の労働者の年間総労働時間数の合計を当該事業所の常用雇用労働

者の１人当たりの年間総労働時間数で除したもの）したものである。 

（注３）「派遣料金」は労働者派遣の対価として派遣先から派遣元事業主に支払われるものである。 

（注４）紹介予定派遣とは、労働者派遣のうち、派遣元事業主が、派遣労働者及び派遣先に対して職業紹介を行

う（ことを予定している）ものをいう。 

（参考１）一般労働者派遣事業とは、特定労働者派遣事業以外の労働者派遣事業（主として、登録型の労働者を

派遣する事業）であり、許可制となっている。 

（参考２）特定労働者派遣事業とは、その事業の派遣労働者が常用雇用労働者のみである労働者派遣事業であり、

届出制となっている。 

 
１ 集計事業所数 
 平成 16 年度中に事業年度が終了し報告書を提出した一般労働者派遣事業所数は 9,273 所（前年

度増減比 20.9％増）、特定労働者派遣事業所数は 11,005 所（同 20.5％増）であり、全体では 20,278
所（同 20.7％増）であった。このうち派遣実績のあった事業所は、一般労働者派遣事業が 6,731
所（提出事業所に占める割合 72.6％）、特定労働者派遣事業が 5,727 所（同 52.0％）、合計で 12,458
所（同 61.4％）となっている。 
 
２ 派遣労働者数 
(1)  実際に派遣された派遣労働者数（※１）は 2,266,044 人（対前年度比 4.1％減）、常用換算

派遣労働者数（※２）は 890,234 人（対前年度比 19.7％増）であった。 
 具体的には、一般労働者派遣事業では、常用雇用労働者が 274,813 人（対前年度比 16.2％増）、

登録者数（※３）が 1,844,844 人（同 7.2％減）であった。また、常用雇用以外の労働者（登録者

が労働者派遣される場合）の常用換算（※４）は 469,034 人（同 27.4％増）であった。 
 一方、特定労働者派遣事業では、常用雇用労働者が 146,387 人（同 5.4％増）であった。 
 なお、派遣労働者数について、派遣実績のあった１派遣元事業所当たりの平均をみると、一般

労働者派遣事業の常用雇用労働者は 40.8 人（前年度 42.7 人）、常用雇用以外の労働者は 69.7 人

（同 66.5 人）、特定労働者派遣事業の常用雇用労働者は 25.6 人（同 30.7 人）となっており、前

年度と比較すると一般労働者派遣事業における常用雇用以外の労働者は増加しているが、一般労

働者派遣事業における常用雇用労働者及び特定労働者派遣事業における常用雇用労働者は減少し

ている。また、登録者について、報告書を提出した１派遣元事業所当たりの平均をみると、198.9
人（同 259.1 人）となっており、前年度よりも減少している。 
 
※１  派遣労働者数は、一般労働者派遣事業における常用雇用労働者数及び登録者数並びに特定

労働者派遣事業における常用労働者数の合計としている。 
※２  常用換算派遣労働者数は、一般労働者派遣事業における常用雇用労働者数及び常用雇用以

外の労働者の常用換算数並びに特定労働者派遣事業における常用雇用労働者数の合計としている。 
※３  登録者には、過去１年間に雇用されたことのない者は含まれていない。 
※４  常用換算とは、常用雇用以外の労働者の年間総労働時間数の合計を当該事業所の常用雇用

労働者の１人当たりの年間総労働時間数で除したものである。 
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(2)  平成 16 年６月１日現在で、政令で定める 26 業務（ｐ22 参照）に労働者派遣されていた派

遣労働者数について、業務の種類別の割合をみると、一般労働者派遣事業では、事務用機器操作

48.6％、財務処理 12.7％、ファイリング 5.9％の順で多く、特定労働者派遣事業では、機械設計

32.4％、ソフトウェア開発 28.7％、事務用機器操作 16.2％の順で多くなっている。  
 
３ 派遣先 
(1)  労働者派遣の役務の提供を受けた者（派遣先）の数は、一般労働者派遣事業では 467,565
件（対前年度比 16.5％増）、特定労働者派遣事業では 29,553 件（同 25.7％増）となっている。こ

の結果、全体としては 497,117 件（同 17.0％増）となっている。  
(2)  また、派遣先の数について、派遣実績のあった１派遣元事業所当たりの平均をみると、一

般労働者派遣事業では 69.5 件（前年度 72.5 件）、特定労働者派遣事業では 5.2 件（同 5.2 件）と、

一般労働者派遣事業では前年度より減少しているが、特定労働者派遣事業では増減はない。  
 
４ 売上高 
(1)  労働者派遣事業に係る売上高は、一般労働者派遣事業では2兆3280億円（対前年度比21.7％
増）、特定労働者派遣事業では 5,335 億円（同 19.1％増）となっている。この結果、合計は 2 兆

8,615 億円（同 21.2％増）となっている。  
(2)  また、売上高について、売上のあった（※５）派遣元事業所当たりの平均をみると、一般

労働者派遣事業では 3 億 4,265 万円、特定労働者派遣事業では 9,000 万円となっている。  
※５  売上のあった事業所（売上高の欄に記載のあった事業所）数は、一般労働者派遣事業は

6,794 所、特定労働者派遣事業は 5,927 所であった。  
(3)  売上高をランク別にみると、一般労働者派遣事業では売上高 5,000 万円未満の事業所が約

５割(45.9％）を占めているが、特定労働者派遣事業では売上高 5,000 万円未満の事業所が約７割

（70.3％）を占めている。  
 
５ 派遣料金 
(1)  一般労働者派遣事業の平均料金は 15,958 円と、前年の 16,003 円より 0.3％減であった。政

令で定める 26 業務について業務の種類別にみると、ソフトウェア開発が 22,635 円で最も高く、

次いで事業の実施体制の企画、立案（21,950 円)、通訳、翻訳、速記（21,717 円）、アナウンサー

（19,926 円）の順で高くなっている。平成 15 年度と比較して上昇したものは、デモンストレー

ション（19.2％増）、事務用機器操作（12.2％増）等であり、逆に低下したものは、放送番組等の

大道具・小道具（16.2%減）、アナウンサー（13.8％減）等であった。 
(2)  特定労働者派遣事業の平均料金は 25,628 円と、前年の 24,084 円より 6.4％増であった。政

令で定める 26 業務について業務の種類別にみると、事業の実施体制の企画、立案（33,849 円）

が最も高く、次いで、研究開発（33,167 円）、調査（32,186 円）、ソフトウェア開発（31,187 円）

の順で高くなっている。平成 15 年度と比較して上昇したものは、調査（29.1％増）、添乗（24.8％
増）等であり、逆に低下したものは、セールスエンジニアの営業、金融商品の営業（8.7％減）、

テレマーケティング（8.2%減）等であった。  
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６ 派遣労働者の賃金 
(1)  一般労働者派遣事業における派遣労働者の平均賃金は 11,405 円であった。政令で定める 26
業務について業務の種類別にみると、事業の実施体制の企画、立案（15,433 円）が最も高く、次

いで、通訳、翻訳、速記（15,173 円）、ソフトウェア開発（15,105 円）、アナウンサー（14,916
円）の順で高くなっている。 
(2)  特定労働者派遣事業における派遣労働者の平均賃金は 15,997 円であった。政令で定める 26
業務について業務の種類別にみると、調査（23,064 円）が最も高く、次いで、放送番組等演出

（21,334 円）、アナウンサー（21,170 円）、事業の実施体制の企画、立案（20,795 円）の順で高

くなっている。  
 
７ 海外派遣 
 海外派遣を行った派遣元事業所は 65 所（対前年度増減比 140.7％増）であり、労働者派遣の実

績のあった事業所に占める割合は 0.3％となっている。 
 また、海外派遣された派遣労働者は 103 人（対前年度増減比 151.2％増）であり、海外派遣を

行った派遣元事業所１事業所当たりの平均人数は 1.6 人となっている。  
 
８ 紹介予定派遣 
 紹介予定派遣を行った派遣元事業所は 1,177 所であり、労働者派遣の実績のあった事業所に占

める割合は 9.4％となっている。 
 また、紹介予定派遣に係る労働者派遣契約の派遣先からの申込人数は 57,776 人、紹介予定派遣

により労働者派遣された労働者数は 19,474 人、紹介予定派遣において職業紹介を実施した労働者

数は 15,044 人、紹介予定派遣で職業紹介を経て直接雇用に結びついた労働者数は 10,655 人とな

っている。  
 
９ 地域ブロック別派遣労働者数等 
(1)  実際に派遣された派遣労働者数について地域ブロック別にみると、一般労働者派遣事業及

び特定労働者派遣事業の合計の派遣労働者数は、南関東が 46.4％、近畿が 18.7％、常用換算派遣

労働者数は、南関東が 44.5％、近畿が 16.4％となっている。平成 15 年度と比較して、一般労働

者派遣事業及び特定労働者派遣事業の合計の派遣労働者数については、九州ブロック、北関東・

甲信ブロック等で増加し、北海道ブロック、南関東ブロック等で減少している。常用換算派遣労

働者数については、いずれのブロックでも増加しているが、東海ブロック、北関東・甲信ブロッ

クで大幅に増加している。 
 具体的には、一般労働者派遣事業では、常用雇用労働者で南関東 42.2％、近畿 16.4％、東海

13.0％の順、常用雇用以外の労働者（常用換算）で南関東 46.7％、近畿 16.9％、東海 14.2％の順、

登録者で南関東 47.4％、近畿 19.3％、東海 10.1％の順、特定労働者派遣事業では、南関東 42.1％、

近畿 15.0％、東海 14.2％の順で多く、いずれも南関東の割合が最大となっている。  
(2)  派遣先件数について地域ブロック別にみると、一般労働者派遣事業及び特定労働者派遣事

業の合計は、南関東が 45.8％、近畿が 16.4％となっており、平成 15 年度と比較して、東海ブロ

ック、北関東・甲信ブロック等で増加し、北海道ブロック、中国ブロック等で減少している。 
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 具体的には、一般労働者派遣事業では、南関東 45.8％、近畿 16.5％、東海 12.4％の順、特定労

働者派遣事業では、南関東 46.6％、近畿 15.1％、東海 12.0％の順で多く、いずれも南関東の割合

が最大となっている。  
(3)  売上高について地域ブロック別にみると、一般労働者派遣事業及び特定労働者派遣事業の

合計は、南関東が 48.9％、近畿が 16.1％となっており、平成 15 年度と比較して、いずれのブロ

ックでも増加しているが、北関東・甲信ブロック、中国ブロックで大幅に増加している。 
 具体的には、一般労働者派遣事業では、南関東 49.3％、近畿 16.8％、東海 11.5％の順、特定労

働者派遣事業では、南関東 47.1％、東海 15.9％、近畿 12.9％の順で多くなっている。  
 
１０ 派遣契約の期間 
 労働者派遣契約の期間（※６）については、一般労働者派遣事業では３月未満が 66.5％となっ

ており、６月未満のものが全体の約９割（88.4％）を占めている。特定労働者派遣事業では、３

月未満が 19.7％となっており、６月未満のものが全体の 40.2％となっている。  
※６  労働者派遣契約の期間については、報告対象期間に締結した一労働者派遣契約における労

働者派遣の期間であり、当該派遣労働者が当該業務に実際に派遣就業する期間とは必ずしも一致

するものではない。  
 
１１ 教育訓練 
 教育訓練の実績については、その種類（コース）は延べで 31,569 コースあり、対象者数は延べ

で 1,383,299 人であった。 
 また、教育訓練を行う方法をＯＪＴ（※７）及びＯｆｆ－ＪＴ（※８）に区分してみると、一

般労働者派遣事業ではＯｆｆ－ＪＴが約８割（82.0％）を占めているが、特定労働者派遣事業で

はＯｆｆ－ＪＴは約５割（51.8％）であった。 
 派遣労働者の費用の負担別にみると、一般労働者派遣事業及び特定労働者派遣事業のいずれも

「派遣労働者の費用負担無」が 97％以上である。  
※７  ＯＪＴとは、業務の遂行過程内に行う教育訓練である。 
※８  Ｏｆｆ－ＪＴとは、ＯＪＴ以外の教育訓練である。 
 
【図表一覧】…略 
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（参考）政令で定める 26 業務 

 
※ 各号番号は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関す

る法律施行令第４条の号番号を表します。  
 
１ 号（ソフトウェア開発） 
 電子計算機を使用することにより機能するシステムの設計若しくは保守（これらに先行し、後

続し、その他これらに関連して行う分析を含む。）又はプログラム（電子計算機に対する指令であ

って、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。第 23 号及び第 25 号にお

いて同じ。）の設計、作成若しくは保守の業務  
 
２ 号（機械設計） 
 機械、装置若しくは器具（これらの部品を含む。以下この号及び第 25 号において「機械等」と

いう。）又は機械等により構成される設備の設計又は製図（現図製作を含む。）の業務  
 
３ 号（放送機器等操作） 
 映像機器、音声機器等の機器であって、放送番組等（放送法第２条第１号に規定する放送、有

線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律第２条に規定する有線ラジオ放送及び有線テレビジ

ョン放送法第２条第１項に規定する有線テレビジョン放送の放送番組その他影像又は音声その他

の音響により構成される作品であって録画され、又は録音されているものをいう。以下同じ。）の

制作のために使用されるものの操作の業務  
 
４ 号（放送番組等演出） 
 放送番組等の制作における演出の業務（一の放送番組等の全体的形成に係るものを除く。）  
 
５ 号（事務用機器操作） 
 電子計算機、タイプライター、テレックス又はこれらに準ずる事務用機器（第 23 号において「事

務用機器」という。）の操作の業務  
 
６ 号（通訳、翻訳、速記） 
 通訳、翻訳又は速記の業務  
 
７ 号（秘書） 
 法人の代表者その他の事業運営上の重要な決定を行い、又はその決定に参画する管理的地位に

ある者の秘書の業務  
 
８ 号（ファイリング） 
 文書、磁気テープ等のファイリング（能率的な事務処理を図るために総合的かつ系統的な分類

に従ってする文書、磁気テープ等の整理（保管を含む。）をいう。以下この号において同じ。）に
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係る分類の作成又はファイリング（高度の専門的な知識、技術又は経験を必要とするものに限る。）

の業務  
 
９ 号（調査） 
 新商品の開発、販売計画の作成等に必要な基礎資料を得るためにする市場等に関する調査又は

当該調査の結果の整理若しくは分析の業務  
 
10 号（財務処理） 

 貸借対照表、損益計算書等の財務に関する書類の作成その他財務の処理の業務  
 
11 号（取引文書作成） 

 外国貿易その他の対外取引に関する文書又は商品の売買その他の国内取引に係る契約書、貨物

引換証、船荷証券若しくはこれらに準ずる国内取引に関する文書の作成（港湾運送事業法第２条

第１項第１号に掲げる行為に附帯して行うもの及び通関業法第２条第１号に規定する通関業務と

して行われる同号ロに規定する通関書類の作成を除く。）の業務  
 
12 号（デモンストレーション） 

 電子計算機、自動車その他その用途に応じて的確な操作をするためには高度の専門的な知識、

技術又は経験を必要とする機械の性能、操作方法等に関する紹介及び説明の業務  
 
13 号（添乗） 

 旅行業法第 12 条の 11 第１項に規定する旅程管理業務（旅行者に同行して行うものに限る。）若

しくは同法第２条第４項に規定する主催旅行以外の旅行の旅行者に同行して行う旅程管理業務に

相当する業務（以下この号において「旅程管理業務等」という。）、当該旅程管理業務等に付随し

て行う旅行者の便宜となるサービスの提供の業務（車両、船舶又は航空機内において行う案内の

業務を除く。）又は車両の停車場若しくは船舶若しくは航空機の発着場に設けられた旅客の乗降若

しくは待合いの用に供する建築物内において行う旅行者に対する送迎サービスの提供の業務  
 
14 号（建築物清掃） 

 建築物における清掃の業務  
 
15 号（建築設備運転、点検、整備） 

 建築設備（建築基準法第２条第３号に規定する建築設備をいう。次号において同じ。）の運転、

点検又は整備の業務（法令に基づき行う点検及び整備の業務を除く。）  
 
16 号（案内・受付、駐車場管理等） 

 建築物又は博覧会場における来訪者の受付又は案内の業務、建築物に設けられ、又はこれに附

属する駐車場の管理の業務その他建築物に出入りし、勤務し、又は居住する者の便宜を図るため

に当該建築物に設けられた設備（建築設備を除く。）であって当該建築物の使用が効率的に行われ
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ることを目的とするものの維持管理の業務（第 14 号に掲げる業務を除く。）  
 
17 号（研究開発） 

 科学に関する研究又は科学に関する知識若しくは科学を応用した技術を用いて製造する新製品

若しくは科学に関する知識若しくは科学を応用した技術を用いて製造する製品の新たな製造方法

の開発の業務（第１号及び第２号に掲げる業務を除く。）  
 
18 号（事業の実施体制の企画、立案） 

 企業等がその事業を実施するために必要な体制又はその運営方法の整備に関する調査、企画又

は立案の業務（労働条件その他の労働に関する事項の設定又は変更を目的として行う業務を除

く。）  
 
19 号（書籍等の制作・編集） 

 書籍、雑誌その他の文章、写真、図表等により構成される作品の制作における編集の業務  
 
20 号（広告デザイン） 

 商品若しくはその包装のデザイン、商品の陳列又は商品若しくは企業等の広告のために使用す

ることを目的として作成するデザインの考案、設計又は表現の業務（次号に掲げる業務を除く。）  
 
21 号（インテリアコーディネータ） 

 建築物内における照明器具、家具等のデザイン又は配置に関する相談又は考案若しくは表現の

業務（労働者派遣法第４条第１項第２号に規定する建設業務を除く。）  
 
22 号（アナウンサー） 

 放送番組等における高度の専門的な知識、技術又は経験を必要とする原稿の朗読、取材と併せ

て行う音声による表現又は司会の業務（これらの業務に付随して行う業務であって放送番組等の

制作における編集への参画又は資料の収集、整理若しくは分析の業務を含む。）  
 
23 号（ＯＡインストラクション） 

 事務用機器の操作方法、電子計算機を使用することにより機能するシステムの使用方法又はプ

ログラムの使用方法を習得させるための教授又は指導の業務  
 
24 号（テレマーケティングの営業） 

 電話その他の電気通信を利用して行う商品、権利若しくは役務に関する説明若しくは相談又は

商品若しくは権利の売買契約若しくは役務を有償で提供する契約についての申込み、申込みの受

付若しくは締結若しくはこれらの契約の申込み若しくは締結の勧誘の業務  
 
25 号（セールスエンジニアの営業、金融商品の営業） 

 顧客の要求に応じて設計（構造を変更する設計を含む。）を行う機械等若しくは機械等により構
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成される設備若しくはプログラム又は顧客に対して専門的知識に基づく助言を行うことが必要で

ある金融商品（金融商品の販売等に関する法律（平成 12 年法律第 101 号）第２条第１項に規定

する金融商品の販売の対象となるものをいう。）に係る当該顧客に対して行う説明若しくは相談又

は売買契約（これに類する契約で同項に規定する金融商品の販売に係るものを含む。以下この号

において同じ。）についての申込み、申込みの受付若しくは締結若しくは売買契約の申込み若しく

は締結の勧誘の業務  
 
26 号（放送番組等における大道具・小道具） 

 放送番組等の制作のために使用される舞台背景、建具等の大道具又は調度品、身辺装飾用品等

の小道具の調達、製作、設置、配置、操作、搬入又は搬出の業務（労働者派遣法第４条第１項第

２号に規定する建設業務を除く。）  
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